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｢生活保障の責任は国家にある｣（２０１２年版「厚生労働白書」）
―安倍政権がめざすのは国民生活と経済社会の不安定化と不平等化―
第２次安倍政権の誕生直前の２０１２年版「厚生労働白書」には社会保障の目的を「生活保障の責任は国家にある」と説明し、その機能を３つあげています。
一つ目は「生活安定・向上機能」です。病気・負傷・老後・失業・育児・介護などに対応して国民生活を安定させます。「社会保障が不安定」になれば「将来の生活への不安定感」から「消費を抑制する」行動が広がり、「経済に悪影響が及ぼされる」と指摘しています。
二つ目は「所得再分配機能」です。高所得層から資金を調達して低所得層に現金や現物（医療・保育など）を給付します。「支払能力(所得水準)に応じた負担を求める一方、必要に応じた給付を行う」ことで、「生活を支える基本的な社会サービスに国民が平等にアクセスできる」と説明しています。
三つ目は「経済安定機能」です。雇用保険や公的年金は不況期の収入を支え、「消費活動の下支えを通じて経済社会の安定化に寄与」すると強調しています。
安倍政権は現在、こうした機能を根本から壊す財政計画（骨太の方針）を経済財政諮問会議で議論しています。骨太の方針（６月１５日閣議決定）には「社会保障は歳出改革の重点分野」だと明記し、医療と介護の自己負担を増やす方策をずらりと並べました。
その上、国民皆保険の枠組みそのものに攻撃を加えています。例えば医療では、有効性と安全性が確認されれば新しい技術や医薬品を保険給付の対象とする従来の仕組みを壊し、高額医療の一部は保険に含めない仕組みに変えるといいます。お金のある人しか有効な医療を使えない差別的な社会が出現します。
厚生労働白書に即して考えるなら、安倍政権がめざすのは国民生活と経済社会の不安定化と不平等化です。
（６月１３日　しんぶん赤旗　「経済アングル」より）
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
６月１２日(火)　２０１８年平和行進　桑名市出発
梅雨の晴れ間の中、午前９時から桑名市役所南「新矢田公園」で、各界の方５０名程が集まり、集会が行われました。
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パレードは、桑名市役所―朝日町役場―近鉄川越富洲原駅へ向いました。

主催は、原水爆禁止世界大会桑名員弁実行委員会です。

２０１８年　６月市議会スケジュール
６月１９日（火）～２２日（金）　午前１０時  本会議（議案質疑・一般質問）
２５日（月）　　午前１０時　常任委員会（総務安全、教育福祉）

２６日（火）  　午前１０時　常任委員会（都市経済）
７月　３日（火）　　午後　１時  本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
２０１８年６月議会始まる―伊藤市長の冒頭発言から―
国における景気の動向

「景気は緩やかに回復している。また、先行きについては、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要がある。」（内閣府５月公表月例経済報告より）２０１８年１月から３月期の実質ＧＤＰは前期に比べ０.２％、年率換算で０.６％減となり、２０１５年１０月から１２月期以来の９四半期ぶりのマイナス成長となっている。雇用面においては、厚生労働省が発表した４月の有効求人倍率（季節調整値）は、三重県では１.７３倍と全国平均１.５９倍を上回り、高い水準で推移し、労働力不足が深刻化してきており、その背景として人口減少、高齢化などの社会構造の変革が挙げられ、その対応が迫られている。

現在の桑名市の情勢

誰もが生きがいを持ってその能力を最大限発揮できる社会を、また個々の能力を認め合い発揮できる桑名を目指しています。女性の活躍を支援し、いきいきと働ける環境の実現、女性の潜在的労働力の向上を図り、働き続けたいと考える女性が働き続けられる社会を目指した取組を行っています。注目を集めておりますＡＩ（artificial intelligence 人工知能）、ＲＰＡ(Robotic Process Automation ロボット代行自動化)やＩＣＴ(Information and Communication Technology 情報通信技術)などのテクノロジーを上手く活用する事で、業務効率の改善を図り、働き方改革を更に進めることが出来ると共に、安定して持続可能な形で住民サービスを提供し続けることが可能になると考えています。この様な状況の中、「選ばれるまちくわな」であり続けるため、又、社会構造の変化に対応するため、取組でいる５点の概要を説明。
１、地域医療

桑名市総合医療センターは４月１日に開院、５月１日から外来診療をスタート。現在１日の外来患者数は、多い時で９００人を超え、新入院棟の病床数は３２１床のところ多い時で２８６床の利用。病床数は、今年１１月に完成の改修棟７９床をプラスすると合計４００床になります。桑員地域の急性期医療を担う中核病院としての役割を果たし、又、地域医療体制を更に安定的で継続的なものにし、地域住民の皆さんの命を守っていける様に共に取組でいきます。

２、地域創造プロジェクト（案）

地域の特性を活かしたコミュニティづくりの体制を整え、活動の場や情報の提供などの環境整備に取組でいる。４月から、ファーストステップとして、総合支所を地区市民センターへ、また、地区市民センター・公民館を「まちづくり拠点施設」へと機能転換を図りました。今後、各地域での「まちづくり」の核となる場所として、地域の実状にあった形で使って頂くと共に、（仮称）｢まちづくり協議会｣の形成に向けた支援を進めます。地域の説明会等で頂いた意見を反映させる形で、４月から市内５局の郵便局での証明書発行業務、高齢者や障害者、要介護者など、外出が困難な方に対する各種証明書の宅配サービス、又、マイナンバーカード対応の証明書交付機能の付いたマルチコピー機を７地区の「まちづくり拠点施設」に設置し、新たなサービスを開始しました。

３、桑名駅周辺の整備

市の玄関口に相応しい桑名駅となるよう自由通路・橋上駅舎化整備並びに駅西土地区画整理事業等を推進しています。桑名駅周辺地区整備事業は、民間事業者の資金や経営能力、技術的能力を活用し、効率的かつ効果的な事業の推進を図るために、市として基本的な整備方針を示すものとして「桑名駅周辺地区整備構想」の策定に取組でおり、現在、構想案に対してパブリックコメントを実施中。

４、財政

地方自治体の財政状況は、人口減少や高齢化社会の問題等に対して将来を見据えた対応が迫られ、どの自治体も非常に厳しい状況です。近年の台風や大雪に伴う災害対応経費の増大や市町村合併後の行政運営経費のスリム化が進まず、財政調整基金の取り崩しを余儀なくされている自治体が多くあります。
桑名市では、持続可能な財政運営を念頭に、財政調整基金の確保には十分に留意していますが、大規模な災害等の不測の事態への備えの必要性を、改めて痛感し、継続して、行財政改革の取組を進める重要性を感じています。平成３１年度で普通交付税の特例措置が終了、今後、税収入の増加を見込む事が難しい中、限られた財源で、多様化・複雑化するニーズに対応するためには、民間の技術、ノウハウや資金を積極的に活用していくことも重要になってきます。これまでも民間の経営資源やノウハウ、アイディアを活用する公民連携（官民連携）に取組できました。今後も、新たな手法を用いながら、「全員参加型」の市政運営を目指し、市民の皆様のニーズに対応したまちづくりを進めていきます。
５、組織体制（部署異動）
７月１日より、本庁舎２階に保健福祉部の保健医療課・子ども未来局の子育て支援課、メディアライヴ２階に市民環境部地域コミュニティ局の地域コミュニティ課・生涯学習・スポーツ課を異動。
【疑問・感想】

＊新しい医療センター、市民の誰もが利用できる病院になるのだろうか。

＊地区センターや公民館の廃止は、まちづくりの弊害にならないか。

＊駅周辺の開発の公民連携は、民間事業者の利益優先で、市民・住民の声はどれだけ生かされるのか。

＊お金が無い無いと言いなら、大型公共事業にはドンドン出している。
こんな桑名市にしたい
１、【住みやすい地域】｢地域創造プロジェクト｣は、公の責任放棄で、自治会等のまちこわし。ソフトのまちづくりに住民の意見を積極的に取り入れていく。
２、【社会保障】｢地域包括ケアシステム｣は、自己責任の押付けで、公の責任放棄。かかりつけ医（自宅での看取り）制度の確立を。
３、【教育】小中一貫校は、小学校統廃合のまちこわし。小中連携は大切。小中一貫校にメリットは無い。それよりも誰もが分かる教育に力とお金を。
４、【都市計画・開発】｢公民連携｣(ＰＰＰ)は、住民無視の安上がりのまちづくり。ハードのまちづくりに住民の意見を積極的に取り入れていく。（全員参加型）
５、【防災】全地域での見直し。提案受付。（全員参加型）
日本共産党の桑名市への３つの要求
１、国民健康保険税・介護保険料の引き下げ　
２、子どもの医療費窓口で無料に　
３、小学校の普通教室にもエアコンを
学校給食の無料化の要望も大きくなってきています。
｢ヒバクシャ国際署名｣と｢９条改憲ＮＯ！３０００万署名｣にご協力を[image: image4.png]



日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース


�

















Ｎｏ．３０９　　　２０１８年　　６　月　２１　日


発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５























































































































